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１．経済・貿易

1出典：財務省報道発表資料 「令和2年5月貿易統計（速報）の概要」より

〇我が国の実質GDP成長率は、輸出の減少や個人消費の減少により、2020年1-3月期で前期比年率2.2％減で、4-6月期はより厳しい数値と
なる可能性がある。

○５月分貿易統計速報によると、輸出金額は４兆1848億円（前年同月比28.3％減）、輸入金額は５兆１82億円（26.2％減）となった。

我が国の実質GDP成長率の推移・見通し

令和２年５月分貿易統計（速報）の概要

出典：国土交通省国土政策局 国土の長期展望専門委員会（第6回）配付資料
「新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う社会・国土の変化について」より

世界経済の見通し (WEO) による最新の成長率予測

出典：国際通貨基金 (IMF) 「IMF世界経済見通し2020年6月」より
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２．人流・物流

2020年 訪日外客数・出国日本人数

〇2020年５月の訪日外国人旅行者数は1,700人（前年同月比99.9％減）となり、８か月連続で前年同月比を下回った。
○2020年1-3月期の訪日外国人旅行消費額は6,727億円（（一次速報値）前年同月比41.6％減）であった。

出典：日本政府観光局（JNTO）報道発表資料 「訪日外客数（2020年5月推計値）」より

出典：国土交通省国土政策局 国土の長期展望専門委員会（第6回）配付資料
「新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う社会・国土の変化について」より

2020年3月、4月は推定値
訪日外国人旅行者数

訪日外国人旅行消費額

出典：国土交通省国土政策局 国土の長期展望専門委員会（第6回）配付資料
「新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う社会・国土の変化について」より北海道局作成



２．人流・物流 ①旅行

3
出典：国土交通省HP 「新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について」より



２．人流・物流 ②宿泊

4
出典：国土交通省HP 「新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について」より



２．人流・物流 ③貸切バス

5出典：国土交通省HP 「新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について」より



２．人流・物流 ④航空

6
出典：国土交通省HP 「新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について」より



２．人流・物流 ⑤鉄道

7
出典：国土交通省HP 「新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について」より



２．人流・物流 ⑥貨物自動車運送

8
出典：国土交通省HP 「新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について」より



２．人流・物流 ⑦内航貨物船

9
出典：国土交通省HP 「新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について」より
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３．農産物・食品 牛乳

〇小中学校等の臨時休業により、野菜や果物、牛乳・乳製品等に関して、給食向け食材の注文のキャンセルが発生。
○キャンセルされた学校給食用牛乳向け生乳や飲食店等の店舗休業による業務用需要の減少分の生乳を、長期間保存可能な脱脂粉乳等

の用途に仕向け変更。

出典：農林水産省農林水産統計 「牛乳乳製品統計」より北海道局作成

学校給食用の牛乳量の動向



11

〇2020年７月10日時点において、世界11カ国が農産物・食品の輸出規制を実施。

出典：農林水産省 「我が国における穀物等の輸入の現状（2020年7月）」より

３．農産物・食品 輸出規制



12出典：農林水産省 「我が国における穀物等の輸入の現状（2020年7月）」より

３．農産物・食品 輸出規制



４．企業・労働

13

〇2020年５月の就業者数は、前年同月に比べ76万人の減少で、２か月連続の減少であった。
○2020年５月の完全失業者数は、前年同月に比べ33万人の増加で、４か月連続の増加であった。

労働力調査（基本集計） 2020年（令和2年）5月分

出典：総務省統計局 統計データ「労働力調査」より



４．企業・労働

14

〇2020年５月の正規の職員・従業員数は前年同月に比べ１万人の減少で、８か月ぶりの減少であった。
○2020年５月の非正規の職員・従業員数は前年同月に比べ61万人の減少で、３か月連続の減少であった。

出典：総務省統計局 統計データ「労働力調査」より



５．北海道の経済動向

15出典：北海道HP 月例経済報告「最近の経済動向令和2年6月号」より



５．北海道の経済動向

16出典：北海道HP 月例経済報告「最近の経済動向令和2年6月号」より



５．北海道の経済動向

17出典：北海道HP 月例経済報告「最近の経済動向令和2年6月号」より



５．北海道の経済動向

18出典：北海道HP 月例経済報告「最近の経済動向令和2年6月号」より
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６．新たな日常 テレワーク

〇2020年２月以降の利用者は38％で、新型コロナウイルスの感染拡大により、テレワークが急速に利用が増加している。
○テレワーク勤務の頻度については、週４日、週５日以上の割合が増加している。
○新型コロナウイルスの終息後に希望する働き方を産業別にみると、情報サービス、金融・保険業の割合が高い。

出典：大久保敏弘・NIRA総合研究開発機構(2020)「新型コロナウイルスの感染拡大
がテレワークを活用した働き方、生活・意識などに及ぼす影響に関するアン
ケート調査結果に関する報告書」 より

新型コロナウイルスの終息後に希望する働き方（産業別）テレワークの利用開始時期

通常の職場での勤務とテレワークによる勤務の頻度
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６．新たな日常 テレワーク

【実施概要】
調査対象：20歳以上のわが国の雇用者（就業者から自営業者、家族従業者

等を除く）1,100名。
※株式会社ｸﾛｽ・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞのﾓﾆﾀｰを利用。総務省「労働力調査」の結

果に基づいて、性・年代別にサンプルを割り当てて回収。
調査期間：2020年5月11日（月）～13日（水）

居住地でみた都道府県別のテレワーク利用率

〇2020年３月時点の居住地でみた都道府県別のテレワーク利用率は、北海道では全国平均の10％より低く、東京圏が高い傾向にある。
○テレワークの課題としては、データのネット上での共有化や通信環境の整備、机等の物理的環境の整備の割合が高い。

出典：大久保敏弘・NIRA総合研究開発機構(2020)「新型コロナウイルスの感染拡大
がテレワークを活用した働き方、生活・意識などに及ぼす影響に関するアン
ケート調査結果に関する報告書」 より

（注）鳥取県と大分県に居住するサン
プルのなかに、テレワークを利用して
いる者はいなかったため、テレワーク
利用率は0％になっている。

出典：公益財団法人 日本生産性本部「新型コロナウイルスの感染拡大が働く
人の意識に及ぼす調査」より

テレワークの課題
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６．新たな日常 テレワーク

出典：国土交通省国土政策局 国土の長期展望専門委員会（第6回）配付資料
「新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う社会・国土の変化について」より



６．新たな日常 U・Iターン、地方への転職・移住

22

20歳代のU・Iターンや地方での転職希望
～２月と比べて地方での転職希望が増加～

〇20歳代のU・Iターンや地方での転職希望について、2020年４月時点では同年２月時点と比較すると14.3ポイント増加。
○東京23区では、20歳代の35.4％で地方移住への関心が高まっている。

出典：内閣府 「経済財政諮問会議」（令和2年5月29日）資料より

出典：内閣府 「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動
の変化に関する調査」（令和2年6月21日）資料より

地域別での20歳代の地方移住への関心の変化

備考：インターネット調査により5月25日～6月5日
に実施。全国の15歳以上の登録モニター10,128
人から回答。



７．医療 オンライン診療

出典：内閣府 「経済財政諮問会議」（令和2年6月22日）資料より 23
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８．教育 遠隔授業

〇公立学校における「同時双方向型のオンライン指導を通じた家庭学習」の割合は５％となっている。
○５月20日時点で授業を実施している大学・高等専門学校のうち、９割の学校で遠隔授業を実施。

出典：国土交通省国土政策局 国土の長期展望専門委員会（第6回）配付資料
「新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う社会・国土の変化について」より

国立大学

公立大学

私立大学

高等専門学校

（全体）

面接授業 遠隔授業

国立大学 0校 78校(90.7%)

公立大学 0校 76校(91.6%)

私立大学 26校(4.1%) 568校(89.0%)

高等専門学校 1校(1.7%) 56校(98.2%)

（全体） 27校(3.1%) 778校(90.0%)

授業を実施している 授業を延期・中断している

86校(100%)

83校(79.8%)

638校(77.1%)

59校(6.8%)

864校(80.4%)

0校

2校(1.9%)

24校(2.9%)

0校

26校(2.4%)

57校(100%)

面接・遠隔を併用

8校(9.3%)

7校(8.4%)

44校(6.9%)

0校

回答数 割合

 教科書や紙の教材を活用した家庭学習 1,213 100%

 テレビ放送を活用した家庭学習 288 24%

 教育委員会が独自に作成した授業動画
 を活用した家庭学習

118 10%

 上記以外のデジタル教科書やデジタル
 教材を活用した家庭学習

353 29%

 同時双方向型のオンライン指導を通じ
 た家庭学習

60 5%

 その他 145 12%


